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対象となるベンチャー企業・投資家 

【投資対象となるベンチャー企業の要件の概要】 
Ⅰ 株式会社であること 
Ⅱ 非上場・非登録会社であること 
Ⅲ 風俗営業を行っていないこと 
Ⅳ 暴力団ではないこと 
Ⅴ 大規模法人（資本金１億円超等）及び当該大規模法人と特殊の関係（子会社等）にある 

法人（以下「大規模法人グループ」という）の所有に属さないこと 
【税制優遇措置の対象となる投資家の要件の概要】 

認定ファンドへ出資を行った国内法人（青色申告書を提出する法人に限る。以下同じ。） 

ただし、適格機関投資家（組合契約を締結した事業年度開始時におけるその他有価証券である株式等の 

帳簿価格が２０億円以上の者に限る）の場合は、認定ファンドに対する出資約束金額が２億円以上の者に限る。 

 

措置の内容  
■ 国内法人が、認定ファンドを通じてベンチャー投資を行い、事業年度の終了時に認定フ

ァンドの組合財産として有する株式の帳簿価額の８０％以下の金額を損失準備金とし
て積み立てたときは、その積み立てた金額を当該事業年度において損金算入することが
できる。 

■ 損失準備金として積み立てた事業年度の翌事業年度に当該準備金の全額を取り崩
し、益金算入する。翌事業年度末に認定ファンドの組合財産として有する株式につい
ては、上記と同様に損金算入することができる。 

■ 事業年度終了時までに以下の事項が発生した場合は、当該株式に係る準備金は積
み立てられない。 

① ベンチャー企業の株式を売却し、資金を回収した場合 
② 投資先のベンチャー企業が清算した場合 
③ ベンチャー企業が配当を行った場合 

■ 準備金を積み立てることができる期間は、認定ファンドの投資計画の実施期間の終了
（最長１０年間）まで。 
ただし、認定ファンドが投資計画の実施期間を延長（当初期間を含め最長１３年間まで延長可）

した場合、その延長後の実施期間の終了まで。 
   
税制優遇措置に係る手続きの流れ 

ステップ１ ベンチャーファンドが認定を受けた後に認定ファンドへ出資する。 
ステップ２ 認定ファンドがベンチャー企業に出資した額を、認定ファンドの各事業年度の決算

時に、認定ファンドに出資を行った国内法人へ報告。 
ステップ３ 当該国内法人は、自社の決算において投資額の８割を上限に損失準備金として

積み立て、損金計上する。 

主として事業拡張期にあるベンチャー企業に投資するファンドであって、産業競争力強化

法に基づき投資計画について経済産業大臣の認定を受けたもの（以下認定ファンドという。）

を通じ、ベンチャー企業に出資する企業が、出資額の８割を限度として損失準備金を積み立

て、損金算入することができる制度です。 

お問い合わせ先 
経済産業省経済産業政策局新規産業室  TEL：03-3501-1569 

各経済産業局 下記URLをご参照ください。 

http://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/venture_kigyou_tax.html 
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対象となるベンチャー企業・個人投資家 

【対象となるベンチャー企業の要件】 
Ⅰ 創業（設立）10 年未満※1 の中小企業者であること 

Ⅱ 新規性要件※2 を満たすこと 

Ⅲ 外部（特定の株主グループ以外）からの投資を 1/6 以上取り入れている会社であること 

Ⅳ 大規模法人（資本金 1 億円超等）及び当該大規模法人と特殊の関係（子会社等）にある法人 

の所有に属さないこと 

Ⅴ 未登録・未上場の株式会社で、風俗営業等に該当する事業を行う会社でないこと 
【対象となる個人投資家の要件】 

Ⅵ 金銭の払込により、対象となる企業の株式を取得していること 

Ⅶ 投資先ベンチャー企業が同族会社である場合には、持株割合等が大きいものから第 3 位まで

の株主グループの持株割合等を順に加算し、その割合がはじめて 50％超になる時における株

主グループに属していないこと 
※1 下記「措置の内容」の内、①の対象となるのは創業（設立）3 年未満のベンチャー企業となります。 

※2 新規性要件については、ベンチャー企業の設立経過年数で異なりますので、詳細は次の URL をご覧

下さい。→ http://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/angel/subject/index.html 
 

措置の内容  
【対象となるベンチャー企業へ投資した年に受けることができる所得税減税】 
個人投資家は①、②のいずれかを選択可能です。 
①（ベンチャー企業への投資額-2千円）をその年の総所得金額から控除することができます。

（控除可能となる投資額の上限は、総所得金額×40%と1,000万円のいずれか低い方） 
②ベンチャー企業への投資額全額をその年の他の株式譲渡益から控除することができます。

（控除可能となる投資額の上限なし） 
【対象となるベンチャー企業株式を譲渡した年に受けることができる所得税減税】 
③未上場ベンチャー企業株式の売却により生じた損失を、その年の他の株式譲渡益と通算

（相殺）できるだけでなく、その年に通算 (相殺 )しきれなかった損失については、翌年以降3
年にわたって、順次株式譲渡益と通算（相殺）することができます。 
※投資時点の所得税減税を受けた場合には、その控除対象金額を取得価額から差し引いて売却

  。すまし算計を失損
   
手続きの流れ 
ステップ1 ベンチャー企業が本社の所在する都道府県に確認申請を行います。 
ステップ2 都道府県より確認書の発行を受けたベンチャー企業は、個人投資家に確定申告 

で必要な書類を交付します。 
ステップ3 個人投資家は確定申告書に加えてベンチャー企業より交付された書類を添付し確定

申告を行います。 
 

一定の要件を満たすベンチャー企業に対して、個人投資家が投資を行った時点と、当該株式を

譲渡等した時点において所得税の優遇を受けることができます。また、民法組合・投資事業有限

責任組合経由の投資やグリーンシート銘柄への投資についても本税制の対象となります。 

お問い合わせ先 
経済産業省経済産業政策局新規産業室  TEL：03-3501-1569 

各経済産業局 下記URLをご参照ください。 

http://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/angel/contact/index.html 
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